
予 算 の 執 行 状 況 公 表令和元年度上半期 （令和元年９月30日現在）
「財政状況の公表に関する条例」に基づき、各年度の予算執行状況を６月と12月に公表しています。
※各項目の金額には、前年度からの繰越分が含まれています。

区　分 一般会計 国民健康保険 介護保険 後期高齢者医療 下水道 町営墓地
予 算 額 162億8,117万円 30億7,328万円 20億8,179万円 2億8,247万円 7億4,417万円 1,185万円
収 入 済 額 57億5,929万円 12億4,319万円 8億7,257万円 1億 899万円 2億5,511万円 539万円
収 入 率 35.4% 40.5% 41.9% 38.6% 34.3% 45.5%
支 出 済 額 65億 513万円 11億8,588万円 8億2,471万円 9,843万円 2億8,323万円 331万円
支 出 率 40.0% 38.6% 39.6% 34.8% 38.1% 27.9%

基金現在高 37億 207万円 1億8,079万円 2億5,047万円 − − 9,168万円
借入金現在高 116億2,689万円 − − − 28億2,035万円 9,085万円

区　分

水道事業会計
経営活動に伴う予算
（収益的なもの）

施設整備拡充のための予算
（資本的なもの）

水道事業収益 資本的収入
予 算 額 10億5,252万円 4億7,407万円
収 入 済 額 4億5,415万円 140万円
収 入 率 43.1% 0.3%
区　分 水道事業費用 資本的支出

予 算 額 9億3,359万円 8億2,852万円
支 出 済 額 3億8,302万円 2億2,048万円
支 出 率 41.0% 26.6%
借入金現在高 14億 861万円
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①�文化複合施設の建設（完成後のイメー
ジ図）

②�利府小学校の校舎建替え（新校舎の完
成）

③須賀水門の整備

　財政力の強弱を
表し、行政活動に
必要なお金を、ど
れくらい自力調達
できるかを示した
ものです。この指

数が１に近づくほど、自主財源の割
合が高く、財政力が強い自治体とい
えます。
　前年度より指数は上昇し、また、
平成30年度県内各市町村の平均値
0.67を上回っています。

　扶助費、人件費、
公債費のように毎
年経常的に支出さ
れる経費に、町税、
地方交付税など使
い道が自由で毎年

入ってくる財源がどの程度充てられ
ているかを表しています。この比率
が低いほど、政策的に使える財源が
多いといえます。
　前年度より比率は低くなり、また、
平成30年度県内市町村の平均値
95.6％を下回っています。
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